
令和6年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について 

１．「地方公共団体の財政健全化に関する法律」の概要 

平成 19年度に制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」において、
地方公共団体の財政の健全性を示すために定められた指標として「実質赤字比率」「連
結実質赤字比率」「実質公債費比率」「将来負担比率」の 4つの指標と公営企業会計を
対象とした「将来負担比率」が定められました。 

＜健全化判断比率の対象範囲＞ 
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２．健全化判断比率 

「実質赤字比率」「連結実質赤字比率」「実質公債費比率」及び「将来負担比率」の
４つの指標からなり、それぞれ、標準的に収入が見込まれる地方税などの一般財源(標
準財政規模)等に対する割合を示すものです。この健全化判断比率のいずれかが一定
の基準以上となった場合には、「財政健全化計画」又は「財政再生計画」を策定し、財
政の健全化を図らなければなりません。 

健
全

悪
化

健全段階 早期健全化段階 再生段階
・健全化判断比率の公表に
　ついて、監査の審査と
　議会への報告が必要

・「財政健全化計画」の作成、
　議会の議決が必要
・外部監査が必要
・総務大臣または知事が必要
　な勧告を行う

・「財政再生計画」の作成、
　議会の議決が必要
・災害復旧事業等を除く
　地方債を制限
・計画に適合しない場合、
　総務大臣が予算変更等の
　必要な措置を勧告

①実質赤字比率 

一般会計等の赤字額の、標準財政規模（税収入や普通交付税額等、経常的に収入 
される一般財源の規模）に対する比率で、財政運営の健全度を表す指標です。 

②連結実質赤字比率 

一般会計、特別会計及び水道・漁業集落排水事業会計を含めた町全体の赤字額の 
標準財政規模に対する比率で、運営の健全度を表す指標です。 

実質赤字比率 ＝
標準財政規模

一般会計等の実質赤字額

連結実質赤字比率 ＝
標準財政規模

連結実質赤字額



③実質公債費比率 

一般会計等が負担する元利償還金（特別会計、水道・下水道事業会計が起こした地
方債に係る分を含む）の標準財政規模を基本とした額に対する比率で、町全体の公債
費の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を表すものです。 

④将来負担比率 

一般会計等の借入金や将来支払う可能性のある負債等の現時点での状況を指標化
し、将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを表すものです。 

３．健全化判断比率の算定結果 

令和６年度決算に基づき健全化判断比率を算定しましたが、いずれの指標も次の表
のとおり早期健全化基準を下回りました。 

①実質赤字比率
―

（赤字なし）
―

（赤字なし）
14.76% 20.00%

指　標　名 ６年度決算 ５年度決算 早期健全基準 財政再生基準

③実質公債費比率 7.9% 6.7% 25.00% 35.00%

②連結実質赤字比率
―

（赤字なし）
―

（赤字なし）
19.76% 30.00%

―④将来負担比率 50.6% 66.0% 350.00%

実質公債費比率
（3か年平均）

＝

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）
－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

将来負担比率 ＝

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額
＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）



＜実質公債費比率の算定結果と推移＞ 

実質公債費比率 7.9%

（単位：千円）【実質公債費比率の状況】

実質公債費比率（単年度）（分子／分母） 8.64% 8.96% 6.17% 5.12%

5,303,494 5,257,327 5,461,253

479,856 472,369 466,172

472,369 466,172

432,436

R5算定（R3～R5の3ヵ年平均） 6.7%

4,823,638 4,784,958 4,995,081

7.9%R6算定（R4～R6の3ヵ年平均）

1,222

0 0 0

479,856

0

0

499,726

423,094

R3

745,113 678,305 629,738

66,702 62,791 63,418

27,733

295,219 255,939

12,980 1,211

R5 R4

87,497 25,281

R6

780,459

68,202

74,159

5,395,576

499,726

4,895,850

⑤一時借入金の利子

⑥当該年度公債費等交付税算定額

①＋②＋③＋④＋⑤－⑥

分子

分母

①元利償還金の額

②公債費充当公営企業繰出金

③一部事務組合公債費

④公債費に準ずる債務負担行為

⑦標準財政規模

⑧当該年度公債費等交付税算定額

⑦－⑧

実質公債費比率は、令和５年度決算と比較すると 1.2 ポイント悪化しました。 
令和３年度に完成した学校給食センター整備の元金償還開始及び令和５年度に廃
止した師崎港駐車場事業特別会計の残債を償還したことで「①元利償還金の額」が増
加しました。 
令和３年度と令和６年度の単年度算定の差により、実質公債費比率は上昇しました。 

【実質公債費比率の推移】 

3.3% 3.2%
3.6%

4.1%
4.7%

5.2% 5.4% 5.7%

6.7%

7.9%

H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06



＜将来負担比率の算定結果と推移＞

将来負担比率 50.6%

⑪基準財政需要額算入見込額 5,582,709 5,874,040 6,168,134 6,407,396

0

⑥設立法人の負債額等負担見込額 0 0 0 0

0 0

⑧組合連結実質赤字額負担見込額 0 0 0

⑩充当可能特定歳入 338,440 354,863 0 0

⑨充当可能基金 3,694,685 3,396,545 3,263,784 2,822,315

466,172

将来負担比率（分子／分母） 50.6% 66.0% 53.8% 46.1%
⑫－⑬ 4,895,850 4,823,638 4,784,958 4,995,081

2,183,905

分母

⑫標準財政規模 5,395,576 5,303,494 5,257,327

（①～⑧）－（⑨～⑪） 2,479,627 3,188,022 2,574,309 2,306,546

5,461,253

⑬当該年度公債費等交付税算定額 499,726 479,856 472,369

1,316,688

③公営企業債等繰入見込額 567,139 564,024 579,616 580,145

7,454,308

②債務負担行為に基づく支出予定額 988,747 1,510,916 0 1,211

【将来負担比率の状況】
R6 R5 R4 R3

（単位：千円）

分子

①地方債の現在高 6,080,874 6,356,991 6,955,187

④組合負担等見込額 2,311,697 2,369,491 2,386,935

⑤退職手当負担見込額 2,147,004 2,012,048 2,084,489

⑦連結実質赤字額 0 0

将来負担比率は、令和５年度決算と比較すると 15.4 ポイント改善しました。 
師崎港観光センター整備運営事業の２ヵ年分の建設費用を「②債務負担行為に基づ
く支出予定額」に計上し、令和５年度算定の将来負担比率は上昇しました。令和６年
度は１ヵ年分の建設費用に減少したことを要因に、将来負担比率は低下しました。 

【将来負担比率の推移】 

16.4% 13.6% 11.4%
17.3%

29.1% 30.0%

46.1%
53.8%

66.0%

50.6%

H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06



４．資金不足比率 

公営企業会計の資金不足額を、事業規模（料金収入の規模）と比較して指標化
し、経営状態の悪化の度合いを示すものです。資金不足比率が 20％を上回った場
合、「経営健全化計画」を作成し、議決を得て公表しなければなりません。 

＜資金不足比率の算定結果＞

各公営企業における資金不足比率については、該当ありませんでした。 

【資金不足比率の状況：地方公営企業法適用事業】 （単位：千円）

－R6 24,306

事業名

水道事業

年度

R6

R5 －

資金不足比率
A／B

資金不足額
（A）①－②

流動負債等
①

流動資産等
②

事業の規模
（B）

－-735,68283,038 818,720 477,895

-754,62456,420 811,044 490,498

27,613 －
漁業集落排水事業

R5 14,888 45,456 -30,568

46,825 -22,519 27,441

資金不足比率 ＝
事業の規模

資金の不足額


